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1．はじめに
　日本の買主が米国の内陸にある売主にC．I．F．Tokyo条件で商品の買付を
申込んだところ，F．O．B．Oak1and条件にLてほしい旨の反対申込がなされ
たと仮定してみよう。
　米国の売主は，オークラソド嚢での陸上運送について自己の責任で手配しな
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けれぱならない。そして，米国の改正貿易定義（Revised　American　Foreign
Trade　De丘nitions1941）にいうところのF．0．B．Vesse1であれば，買主は
本船を指定し，売主の助力を得て自己の費用で輸出にともなう諸手続をしなげ
ればならない〃目本の買主がオークランドに自己の営業所または代理店を持
たない場合，特約によりこれを買主に代行してもらうか，売主自身の義務に追
加してこれを売主の計算で行うべきこととするかのいずれかにせねばならない。
　いずれの場合にも，輸出港において陸上運送から海上運送，国内運送から貿
易運送へ切換えるための手続を自ら行うことができなげれば，それを営業とす
る者に代行Lてもらわなけれぱなら注い。その者が，複合運送業者（Combined
Transport　Operator，CTO）として，欄包・出荷から最終の仕向地までの運送
および輸出入等の諸手続を一貫して引受けてくれることが望まLい。しかし，
国際一貫運送の展開に適しい体制が，殊に法制面において，整っていない現渕2〕
では，異なる運送方法の調整を行い必要な手続を代行することを専門とするい
わゆるフレイト・フォワーダー（Freight　Forwarder）のサービスを利用せざ
るを得ない。
　米国では，陸，海，空の各運送に対応するそれぞれの連邦行政機関｛割が準司
法機能を併せ持ちつつ運送業の分野調整を行っているが，それらの機関の問で
調整が充分行われていないため，運送の調整（C00rdinatiOn）を主たる目的と
するフレイト・フォワーダーは複合運送の進展とともに一層注目きれている。ω
米国のフレイト・フォワーダーのうち，本稿では，貿易売買に密接な関係をも
つオーシャン・フレイト・フォワーダ（Ocean　Fre㎏ht　Fomarder，以下単に
フォワーダーないしFMCフォワーダーという）について，その業務を概観し，
いくつかの法律上の間魑点を敢上げて論じてみたいと思う。
注（1）Re向sed　Amedcan　Foreign　T胞de　De丘nitions　n－E，F0．B－Vesse1（Na㎜ed
　　Port　of　Shipment）売主の義務第1項，4項および買主の義務第1項，6項。
　（2…この点については，StudyGrouponLegalAspectofInter血oda1Transporta・
　　tion　o｛Mahtime　Transp0ftation　Bo酊d；National　Research　Comcil，五惣囮1
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肋μ∂伽〃S圭0〃〃棚0伽1〃召舳0〃τ舳功0物あ0閉一∫21κ肋P肋1舳島
　0カ肋〃∫，α〃亙ωo刎刎棚〃∫o伽肋〃∫，（National　Academy　of　Sciences），1971
　に詳細な説明があり，谷川久他薯「改訂コソテナB／L」1974，PP．151－163にもこ
　の点がよく説明されている直
（3）隆上運送については，　1887年州際交通法（The　Interstate　Commerce　Act　of
　1887，49U・S・C・§1etseq・）にもとづきICC（InterstateCOmmerceCOm㎜ission，
　州際交通委員会）が設けられており，海上運送の行政機関はFMC（Federal　Mari－
　time　CommissiOn，連邦海事委員会，前身はU．S．Mariti皿e　Commission，Federal
　Maritime　Boardである）であり，後述の1916年海上運送法に基づき活動している。
　航空運送のそれは，1958隼連邦航空法（TheFederalAviationActof1958，49U．
　S．C。§1301et　seq一）にもとづくCAB（Civi1Aeronautics　Board，民間航空局）
　である。
（4）例えば，　Comment：肋妙榊伽1〃倣功o〆α肋〃伽∂肋2〃εな〃肋榊〃δ倣，
　76Yale　L．J．1360（1967），Gorton，Lars，ア〃㎏〃亙〃〃α〃〃sα〃61〃ま〃刎o肋1
　C〃肋gε伽λ刎2庇肋λ∂〃地な〃励o掘，7Eur．Trans．Law208（1972），U11man，
　Gerald　H．，τ加　Ro〃　げオ肋λ刎召力ω”0cω閉　亙〃な〃ハo榊〃∂倣ξ施　1〃2作
　㈱〃Co〃肋榊桃〃丁閉〃功o物肋搦，2J・Mar．L－Com．625（1971）をみよ。
2．　フォワーダーの業務と類似の業者
米国の1916年海上運送法（The　ShipPing　Act　of1916，以下19ユ6年法とい
う）第1条ωは，フォワーダーの業務について次のように定めている。
rフォワーディソグを業とするとは，ある老が他人のたあに合衆国，その属
領（Territories）もしくは保有領土（POssessiOns）と外国との問の通商，ま
たは合衆国とその属領もしくは保有領土との間の通商において，外航公衆運
送人（0ceangoing　Com㎜on　Ca∬ier）による運送品の発送（Dispatching）
およびそれらの運送品に関する手続事項を取扱うことをいう。」12）
　前言己条文に掲げられた他人のために運送品の発送およびそれにともなう手続
事項の取扱を主たる業務とすれぱ，フォワーダーは附随業務と称される業務を
行い，広範な業務を輸出入業者のために提供している。ニューヨークのThe
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Cusωms　Brokers　and　Forwarders　Association　of　America，Inc．は，フ
ォワーダーの業務として次のような項目を挙げている。｛劃
　工．輸出許可証および輸出申告書の作成，輸出戻し税適用申請等輸出にとも
　　在う対政府手続の代行
　2．国内運送について，運送経路の選択についての助言および運送品の移動
　　の追跡
　3．港湾における運送・保管の手配
　4．海上運送について，運送賃の見積り，船腹の手配，船積指図書（Shipping
　　Order）・埠頭受書（Dock　Receipts）・船荷証券（Bills　of　Lading，B／L）
　　の作成および署名のためにする海上運送人への提出，ヤード・ポソドから
　　メートノレ法への書換え作業，包装明細書（Packing　Lists）のチェヅク等
　5．各国の関税法の規定にてらし必要な書類（例えぼ，領事送り状（COnsu1ar
　　Invoice），原産地証明書（Certiicate　of　Origin））および輸入国の医薬・
　　食品衛生法上必要とされる書類の作成，輸入許可証の取得に対する助力
　6．保険の手配として，保険料の見積，適切な担保条件の確保のための助言，
　　予定保険契約の交渉，陸上保険ならびに海上保険の手配
　7．船積書類に関し，荷送人作成の送り状の書換え，胆1為替手形・船積書類の
　　敢揃えおよび荷為替にともなう銀行取引の代行
　8．海上運送にともなう書類の荷送人・荷受人への発送（例えば，船積案内
　　の通知，B／Lの写Lの荷送人への発送）
　9．運送品に減失・損傷が生じた場合，運送人・保険者等の関係者へのクレ
　　ームの提起および賠賞金の取立，包装の手直し，検査・検量の手配
10．運送賃，倉敷料，滞船料等の諸費用のたて替え払い。
　以上のうち，6．以下はいわゆる附随業務と称されているものである。㈲
　これらの業務を行なうためには，FMCからフォワーダーの免許を得ること
および通関業（CustOm　HOuse　Broker）の資格を併せ持つことが必要である。㈹
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この業務の履行に対し，荷送人から手数料が麦払われ，海上運送人から伸立手
数料（Brokerage）が麦払われる。この2つがフォワーダーの収入源である。
　フォワーダーは，米国の輸出入業者，殊に内陸に所在する着にとっては不可
欠の存在であり，例ある判例｛8］ではほとんどすべての輸出業者が利用している中
間業者であるといわれ，また国際交通におげる欠くことのできない輸環（Link）
として利用されているともいわれる。一部の大手輸出業者を除くほとんどの輸
出者にとりフォワーダーは輸出部（Export　Department）としての機能を実質
的に果しているのであり，⑲〕いわば，幾人かの供絵業者のために輸出を担当す
る業者であるCombination　Export　Managerに対応するCombinatio皿
Tra筋cManagerともいうべき性格をフォワーダーにみることもできよう。ω
　フォワーターは，一般に，港湾都市に営業の本拠を置き，ミネアポリス，ワ
シソトソ（D．C．）のような要衡にも営業所を設け，海運会杜，領事館，保険会
杜，外国為替銀行等と常に接触を保ち，自己の業務に関する法律上ならびに商
業上の最新にしてかつ充分な情報の入手に努めている。その清報から第一級の
フォワーダーとしてのノウ・ハウが考案され，それこそが鉄道会杜の外国貨物
都，トラック運送会杜の国際運送サービスに優位する地位をフォワーダーに確
保せしめている。ω
　次に，フォワーダーはその立飽により，
　　A．“Port”Forwarding　Agent
　　B．Inerior　Forwarding　Agent
　積地か仕向地かにより，
　　C．Dispatching　Forwarder
　　D．ReceivingForwarder
　また，契約関係により，
　　E．The　Main　Forwarder
　　F．His　Sub－Agent
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　さらに，荷送人に対する運送責任により，
　　G，Independent　Ocean　Freight　Forwarder
　　H．Ocean　Freight　Fo正warder　as　Common　Canier
に分類される。㈱E．は，米国内または外国においてF．を選任することにより，
例えば外国からのF，0．B．輸入貨物や外国の買主がF．O．B．Point　of　Origin
条件㎎で米国から買入れる商晶について，顧客の需要に応えることが容易にな
る。しかも，F．は必ずしもフォワーダーの免許をもたなくともよい。ω
　G．は，対価を得てフォワーディングに従事する者をいい，荷送人もしくは
荷受人ではなく，外国向の運送品の売主もしくは買主となることを得ず，運送
品に受益利益（Beneicia1Interest）を持つ者との間に支配・被支配の関係を
持ってはならない。蝸さらに，G．は自己の責任で運送品を受取らず，荷送人の
代理人として貿易運送・通関等の手続を代行する手数料商人であり，委任事務
遂行において尽すべき相当の注意を欠いた場合にのみ過失責任を問われる。㈱
　これに対し，H、は貿易運送・通関手続の他に運送品を自已の費用と危険に
おいて保管し，運送品の受取に対し埠頭受書またはB／Lを発行し，自己の名
において海上運送人と運送契約を結ぶ者であ乱したがって，元の荷送人に対
してはいわゆるフォワーダーではなく，公衆運送人（COm㎜on　Carrier）であ
るが，海上運送人に対しては荷送人となることもあれば，自らの通し船荷証券
（Thf0ugh　BlL）を発行する場合は元請運送人となる。しかし，旺は船舶を所
有Lていないので，一般に，NVOもしくはNVOCC（Non－Vesse10perating
Common　Carrier　by　Water）とも呼ばれている。ω本稿では，G．を狭義のフォ
ワーダー，H．を広義のフォワーダーという。
　フォワーダー類似の業者には，次のようなものがある。
　1．通関業務を代行する通関業（Custom　House　Broker）
2．港湾運送・保管を行なう埠頭業者（Temina10perator，Wha而㎎er）
　3・内陸運送につき，内航水運，鉄道，自動車およびパイプラインを利用し
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　　て主として小口の運送品の運送を引受るフレイト・フォワーダー，その法
　　律上の地位は荷送人に対Lコモン・キャリヤーである。
4、航空運送品の混載を主たる営業とする航窒貨物取扱業着（Air　Freight
　　Forwarder）
5．内陸運送撒こつき，荷捌き・梱包・発送を一つのターミナルの領域内に
　　隈つて行うフレイト・ターミナル（Freight　Teminal）
　1．は財務省，2．はFMC，3．ばICC，4．はCAB，5．は各州当局の管轄下
にあり，各別の法律およびそれぞれの機関が定める規則により免許を得て登録
されている。胸
　FMCフォワーダーと異なり，工CCの管轄下にあるフォワーダー（ICCフォ
ワーダーもしくはPart　IV7オワーダーという）は，コモン・キャリヤーの地
位にあり荷送人に対しコモソ・ロー上の運送責任を負う。胸したがって，荷送
人に対しB／Lを発行する。しかし，実際に運送を行う鉄道等に対しては荷送
人の地位に立つから，いわゆる元請運送人である。州際交通法第4章402条（・）
項5号（TheInterstateCommerceActof1887，PartI▽§402（a）（5））20の定
めるところによれば，運送品の集荷（Assemb1y）・混載（Conso1idation）・仕
訳け（Break・Bulk）・配送（Distribution）を行うことがICCフォワーダーの
必須の要件となっている。以上のような意味あいにおいて，ICCフォワーダー
と広義のフォワーダーすなわちNVOは同様の地位にあるといえる。しかし，
ICCフォワーダーの収入源は小口運送品の運送賃率と大口の運送品（例えば，
一車積，コンテナ積）の運送賃率の差額に求められている点で・NV0と異な
る。ICCフォワーダーは，荷送人には割高の小口運送品の運送賃を課L，鉄遣
等には混載により一車積として運送品を提供し割安の運送賃を支払っている。
コソテナリゼーショソにおいて，海上運送賃率に陸上運送と同様の賃率構造が
導入されておれば，NV0は独自に運送賃率をFMCに届出ること恋くして，
ICCフォワーダーと同様の方法で収入を確保できたであろう。
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　狭義のフォワーダーとICCフォワーダーの違いを認識Lておくことがとり
わけ重要である。
注（1）46U・S　C・§801As　Amended．
　（2）　46C．見R．§5ユO，2（b）（1977）をもみよ。
　（3）The　Customs　Brokers　and　Forwarders　Association　of　Ame㎡ca，Inc．，S刎刎一
　　舳ηoゾ∫榊伽5P功o舳〃勿ハo〃肋〃晦〃ハo㎜〃伽s”〃C〃8まo㈱
　　β〃加料　…n　Stan1ey，Alexa鉋der　O．，肋勿4・3oo尾　ρ戸1”加舳ガo刎1肋〃α初＆
　　ユ963，pp．240＿242．
　（4）荷送人がフォワーダー｝こ送ってくる送り状には内陸運送完了までの諸費用の他は
　　見穣費用が記入されているので，フォワーダーがその後確定した費用を計算Lて追
　　加・修正する場合をさす。
　（5）46C．F．R。§510．2（c）（1977），U．S．v．American　Union　Transport，327U．
　　S・437，443（1946），Freight　Forwarder　Inマestigation，etc”6F．M．B．327，334
　　（1961），U1lman，Gera1d　H、，0cω珊ア”4g〃月o榊伽伽7伽まゐ2　σ〃伽6　S伽加∫，
　　7J．Mar．L　Com．708（1976）にもフォワーダーの業務にっいての詳細な説明が
　　ある。
　　　本稿では，フォワーダーの主たる業務が輸出晶の運送敢扱とその手続にあるので，
　　荷送人で荷受人を必要に応じ代表させることにし輸出の場合に焦点をあわせて叙述
　　する。
　（6）　The　Tar雌Act　of1930§341，19U－S．C．§1641as　amended，19C－F．R．
　　§111　（1977）．
　（7）Freight　Forwarder　Investigation，etc．，醐力〃，p．334．Murr，Alfred，亙幼o柳
　　正〃｛力o〃　τ畑挽o〃α椛αg舳醐fα閉∂1；b榊α7d伽g5i：h　ed．，1977，P．18．
　（8〕旺S・w　America回Union　Tra皿sport，棚ヵ〃，p442・
　（g）　New　York　Forign　Frgt－F．B．Ass’n　v．FMC，337F．2D289，292（2nd　Cir，
　　1964），1965A．M．C．605，611．
　σ◎　　＾征urr，3μカ焔，P．ユ9。
　ω　Murr，醐力榊，p．18，The　Uni孔of　Denver　T胴ns．L．Institute，肋7倣3，
　　灰α加∫α挽∂1〕畑6あoω，〃oチoグC担プ〆〃ol　p閉μプ勿，P囮7ま∬1971，P．145．　前薫
　　注（2）の文献によれば，運送品の国際移動にともなって必要とされる書頚は極めて多
　　量であり，一隻の船舶が米国の港湾に出入りするにあたりユ4種の書式を必要とL，
　　ある種の運送晶の場合は輸舳こ43通，輸入に80通の書式が必要で，その費用は運送
　　賃のユ0％を下らないと見穣られている（StudyGroup：NationalResearchCo｛ncil，
　　醐φ閉，p・91｛n・91）。したがって，これらに精通L一度に多量に扱うのでなげれぱ
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　この繭でも独自に輸出入部孜いし運輸保険部を縫持することは採算が合わなくなる。
⑫　　フォワーダーを，internationa工forwarding　agent，foreign　freight　forwarder，
　f0「Warding　agentとも呼んでいるが，その者がフォワーダーであるか否かは全体
　としての業務の性質によるのであって，agentと称していても本人として賛を負う
　場含もある。
⑫　例えば，Re消sed　Americ駐n　Foreign　Trade　De丘nitions　II＿A，F．O．B．（named
　in1and　carrier　at　mmed　in！md　point　of　depart岨e），II－C，F．O．B．（named
　in1and　carrier　at　na㎜ed　in1塾nd　poi口t　of　departure）FREIGHT　PREPAID　T0
　（named　point　of　exportation）．
⑭　46C．F．R．§510，4（b）（1977）．ただL，46C．F．R。§510．23（a）（1977）参照。
⑮　1916年法第1条，46U－SC。§801as　amended，46C．F．R．§51012（a）
　（1977）．
⑲　Princess　Pat　Ltd．v．Judson　Sheldon　Div一，223R2D916（7th　Cir。，1955），
　工C，Penny　Co．v．American　Exp－Co一，102F．Supp．742（S．D．N．Y．，1952），
　1952A．M．C．901，a螢’d．，20！F．2D846（2nd　Cir一，1953），1953A－M．C．304．
　ただし46C．F．R一§510，23（i）（1977）参照。
⑰Common　Carrier　by　WateトStatus　of　Express　Companies，Truck　Lines
　and　Other　Non二VesseI　Canier，6F．M，B．245　（1961），FMC，P焔〃刎｛伽η
　Sま斬灰ψo〃o搦ハわ免一γ色∫540力召〃〃肋g　Co刎刎o施Cα〃ξ〃∫勿一物ま2れ1970，46C．
　F．R。§510，21（d）（1977）。
⑱　前章注（3）および本章注迂6）をみよ。
⑲　The　Interstate　Com㎜erce　Act　of1887Part　IV§413，Part　I§20ω，49U．
　Sα§§1013，20ωas　a肌ended．　American　Transp．Co．v．Insurance　Co．
　of　North　America，30⑪Mich．230，1N．W．20521，141A．L．R．913（1942），
　U，S．v．Chicago　Heights　Tτucking　Co。，310U．S．344（1940）．
⑳　49U・S・C・§1002（a）（5）・
3、若干の間題
　フォワーダーをめぐり，法律上，いくつかの問題が提起されている。一つは，
フォワーダーは荷送人の代理人なのかそれとも講負業者たのかという地位の問
題であ乱二つには，海上運送人から伸立手数料の名目で支払われる金銭は，
荷送人に対する間接的リベートとならないかという点である。間接的リベート
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でないとするためには，いかなる要件が具備されなげればならないか。第三に，
海上運送人との問でなす荷送人のための運送契約の季配・交渉にあたり，運送
品の記載等についてどの程度の注意を尽すべきかの問題であり，第四に，荷送
人によりフォワーダーに運送賃相当額が前払されたが，運送契約に従った運送
賃の支払をフォワーダーがしなかった場合，フォワーダー・荷送人のいずれに
海上運送人は重ねて運送賃の支払を請求できるかという問題であ乱
　第二点以下を先に取上げることにより，第一点は自ずと明らかにされると思
われるので，以上の順序で論じることとする。
　3一王　フォワーダーと伸立手数料
　FMCフォワーダーは，海上運送人から仲立手数料の支払を受けることがで
き私海上運送人がそれを支払うことができるのは，厳密には，海上運送人の
ために運送晶の確保の他に，本来，海上運送人がなすべきことをフォワーダー
が代ってなLたときである。ωこのような場合において，1916年法第μb条は，
海上運送人は自己に提供された価値を隈度として，フォワーダー｝こ対し報酬を
支払うことができる（may　cOmpdnsate）と定めている。‘到したがって，仲立手
数料の支払の可否の判断は海上運送人にあり，1916年法はその支払を強制して
いない。伸立手数料の支払に関する海運同盟のルールは，FMCに。届出て承認
を受げ次ければならないが，伸立手数料の性質である任意性を損うものは認め
られない。例えぼ，伸立手数料の支払をまったく禁じたり，あるいは運送賃の
一定割合に隈定してしまう海運同盟のルールは，米国の通商の発展という公益
に反するとの理由で認められていない。帽］
　このように麦払の任意性の維持という要請に加え，伸立手数料が間接的に荷
送人に対するリベートとなることを防止せねばならないという1916年法の制約
がある。すなわち，1916年法は，海上運送人に対する価値あるフォワーダーの
サービスの提供とフォワーダーの荷送人等からの独立という二つの規準を設け，
伸立手数料の本来の性格を維持せんとしている。具体的には，1916年法第44b
　876
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　315
条（・）弾〕は，フォワーダーが伸立手数料を受取ることができるのは，他人の運
送品に関し，　　　　　　　　　血
　1．本船のために運送品の確保（sO1icitation　and　securing）す在わち船腹
　　の予約（booking　of　space）をすること（締約業務）
　2．運送品のための船腹の手配をすること（arranging　for　space）（媒介業
　　務）
のいずれかをなし，かつ，次の業務のうち少くとも2つをなしたときにかぎら
れると定めている。
　A．本船々側までの運送品の移動の手配・調整
　B．B／Lの作成
　C．埠頭受書または荷渡指図書（Dehvery　Order）の作成
　D．領事関係書類または輸出申告書の作成
　E．海上運送賃の支払
　ただ，1ないし2の業務のいずれかを他のフォワーダーないし海運伸立人が
なし，海上運送人が伸立手数料を馳こ支払ったか支払う義務を負担している場
合，フォワーダーがA．ないしE．の業務をなしたとしても，海上運送人には
あらためて伸立手数料を支払う義務はない。㈲これにより，前記の業務のいず
れをも行わたいにもかかわらず，荷送人をして海上運送人に対L自己のフォワ
ーダーは誰々であるといわしめ，海上運送人から伸立手数料を受敢るかつての
慣行（それは，ダミー・フォワーダーの例にみることができる。ダミーは荷送
人の子会杜であったり，荷送人の親族が経営する会杜であることが多い竈）帽｝
を封じることができる。この意味で，前記1。ないし2．の業務は，フォワーダ
ーが海上運送人から伸立手数料をその本来の名目において確保するための前提
条件であり，A．ないL　E．のうち2つの業務をなすことは附随条件であると
いうことができる。フォワーダーの海上運送人の側からみた機能を海運伸立人
としてみることにより，荷送人に対する閻接的リベートの性格を伸立手数料か
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ら除くことができる。
　次に，海上運送人から麦払われる伸立手数料が，結果的に，荷送人と同一の
経営体に帰すことになれば，間接的に運送賃の割戻Lをすることと等Lく，荷
送人に差別的待遷を与えることにつながり，1916年法第16，17条＝7〕の立法目的
に反する。ここに，フォワーダーの荷送人等からの独立の要誇の存在理由があ
る。それゆえ，フォワーダーが運送契約の相手方として運送賃支払義務を負う
荷送人等との間に経営上の支配・被支配の関係をもっこと，または運送品にフ
ォワーダー自ら荷送人と同等の権利を持つことは禁じられている。
　フォワーダーが荷送人等から独立しているか否かは，資本的系列㈱のみで判
断されるものでなく，人的交流が荷送人との間にみられる場合，独立性なしと
判断される。例えば，1961年の1916年法の追加修正に際L，輸出業者がフォワ
ーダーの持株を第三者に譲渡したが，フォワーダーがその輸出業者の従業員を
その童ま自己の従業員として雇用しつづけたため，FMCばその免許を取消し
ている。｛助また，輸出業者の出資者であり従業員である者が，自杜の関係しな
い運送品のみを取扱うとの条件でフォワーダーの免許を申請するとしてもみと
められない。ω
　フォワーダーと荷送人との間に第三老が介在し，資本系列もしくは人的つな
がりを聞接的なものにしておれぼ，フォワーダーの独立性は認められる。
Morman　G．Jensen　v．FMC事件ωでは，フォワーダーと特定の荷送人のた
めのサービス会杜とが資本関係を有し，相互に役員を交換していた。FMCは，
海上運送人からフォワーダーに支払われる伸立手数料がフォワーダーと同系列
のサービス会杜が荷送人から徴する料金を割安にする可能性を生むので，海上
運送賃の間接的リベートになると判断した。しかし，連邦控訴裁判所はこれを
破棄した。この事件のような事瀞こおいて，サービス会杜が運送品に受益利益
を取得している場合，間接的リベートの直接の可能性ありとして，フォワーダ
ーはユ916年法の違反に間われるであろう。
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　ただし，ここにいう受益利益は担保利益（SeCurity　intereSt）と対立する意
味でのみ用いられているのでは凌いことを注意しておく必要がある。Bo1ton＆
Mitche11，Inc．は，信用状（Letter　of　Credit）による決済を好まない中南米
との敢引において，代金回収に不安を抱く米国の売主のために売買代金を前払
し，運送取扱手数料（forwarding　fees）とは別に手数料（利息）を荷送人か
ら徴収していた。これに対し，FMCは，輸出金融により運送品に受益利益を
得たこと，売主として行動したことに等しいとの理由で，同杜に業務改善命令
を出した。胸この例から明らかたように，7オワーダーの独立性の判断基準と
してFMCが用いる受益利益の概念には，代金の支払を受げない売主がもつ運
送品処分権が含まれる。蝸
　広義のフォワーダーすなわちNVOについて，以上に述べた海運仲立人とし
ての業務の提供，荷送人等からの独立およびいわゆる受益利益の有無の3つの
判断基準に照らして，仲立手数料が海上運送賃の間接的リベートに転じないと
の条件が整えば，狭義のフォワーダーと同様，海上運送人から伸立手数料を蚊
得できる。口’］そのような条件は，W0が通し船荷証券を発行せず，海上運送に
つきコモン・キャリヤーとしての責任を負担しないことであり，海上運送人に
対しては荷送人となっても，運送品にいわゆる受益利益を持たないことである。
　3－2荷送人の運送品に関する通告とフォワーダーの注意義務
　海上運送人は，荷送人から通告のあった運送品の重量，個数等をB／Lに記
載する。海上物品運送法（U．S，Carriage　of　Goods　by　Sea　Act　of1936§3
（5），46USC§1303（5），国際海上物品運送法第8条2項，1924年Hague　Rules
Ar仁3（5））によれば，荷送人は海上運送人に対しその通告が正確であることを
担保したものとみなされる。海上運送人と荷送人の間に立って，運送契約の交
渉をし，条件を取決める場合，前述の荷送人の通告について，フォワーダーば
どのような注意を尽すべきかが次の問題である。
　運送品の性質，重量，個数等の記載について，適切な表示をすべき責任は荷
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送人にあ私しかしながら，荷送人の指示通り海上運送人に通告したことをも
って，必ずしもフォワーダーとして尽すべき注意義務を果したことにはならな
い。固運送品の性質を独自に調べる必要はなくとも，運送品の危険性を知らさ
れまたは当然知るべき事情にあった場合，B／L（draft　B／L一海上運送人へ署
名を得るために提出するB／L）を作成するにあたり，フォワーダーはその旨
明示Lなければならない。㈹ただ，荷送人がコンテナ詰した運送品の記載につ
いては，荷送人の指示通り海上運送人に伝達することをもって足りる。ω
　荷送人の作成にかかる書類において，記載に誤りを見出したり，正確性に疑
念を抱いた場合，フォワーダーは荷送人にこれを質さねぱならない。正当な裏
付のある疑念が荷送人に認められないときは，業務の遂行を拒否することがで
きる。胸
　また，フォワーダーは，運送賃率の適用にあたり，運送品の分類に関する専
門家とみなされ，関税法規に照らし，時として，運送品の荷印・記載について
荷送人に助言する立場にある。それゆえに，B／Lに記載した事項のうち，運
送賃の適用に関して重要な事項（殊に運送品の種類・性質）につき，その正確
性を荷送人とともに黙示的に担保したものとみなされる。ωもしこれに反し，
荷送人に疑念を質さず，割安の運送賃の適用を受けたときは遇失の責を問われ，
5，000ドル以下の罰金に処せられる。ω
　フォワーダーが海上運送人に対する，運送品の記載等の通告について負担す
る注意義務を運送賃率の適用の面に隈定し，運送賃率の適用において最も重要
な書類はB／Lであるから，そこでの運送品の記載につき故意または過失によ
る誤った記載がフォワーダー自身によりなされないかぎり，海上運送人はフォ
ワーダーの過失責任を間えないとFMCの審判は解している。したがって，フ
ォワーダーは，自己が保持する船積書類を相互に比較すべき義務は海上運送人
に対して負担しない。刎
　重量の表示につき，顕名代理のフォワーダーには，船荷証券法上，正確な重
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量を記載した船積書類を海上運送人に提供すべき義務はないとAtlantic
Overseas　Corp．v．Feder事件卿こおいて判決されている。本件では，荷送人
の作成した商業送り状（COmmercial　InvOice）にもとづき，B／Lおよび原産地
証明書がフォワーダーにより準備された。ところが，荷送人が作成し運送品に
添付してきた埠頭受書の下書きの重量と前記書面のそれとの間に不一致がみら
れたので，海上運送人はフォワーダーにその旨通知し確認を求めた。その後，フ
ォワーダーが荷送人の承認を得て通告された重量が，海上運送人により酬L
に訂正記入された。また，本船の積荷目録にも同様の重量が記入された。他方，
原産地証明書の重量表示は訂正されないまま仕向国にフォワーダーにより送ら
れたうえ，確認後海上運送人に通告された重量自体が荷送人側の誤算によりえ
られたものであった。ために，海上運送人は仕向国税関により過少告知を理由
に罰金を課せられ，それを支払っね前記判旨の理由は，へ一グ・ルールス上
もB／L約款も通告が不正確であることから生じる責任を荷送人に・課している
ので，顕名代理のフォワーダーこ連帯責任を問うことはできないというもので
あった。しかしながら，フォワーダーは荷送人に対し充分な注意を関係船積書
類の作成にあたり尽さなかったとの主張は成り立つであろう。す恋わち，荷送
人の指示通り原産地証明書を訂正Lなかったことは，荷送人の側こ重量の誤算
があったとしても，一応，フォワーダーの過失と認められよ㌔比較が通常の
方法であれば，自己が保持する船積書類について，フォワーダー柱相互に比較
し，その結果抱いた疑念や発見した誤記を直ちに荷送人に通知せねぱなら恋い。
また，7オワーダーは，業務上得た清報を海上運送人および荷送人の双方に対
し正確に伝達せねば恋らたい。濁このような観点からすれば，運送賃率適用に
関する情＝報の正確性につき海上運送人に対し負担する担保責任を通じて，衝送
人が通告の正確性について負担しているB／L法上の担保責任をフォワーダー
は閻接的に負担していることになろう竈幽
　なお，広義のフォワーダーは荷送人と同様の責を負うので，荷送人として通
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告の正確性の担保責任を負担する。
　3－3運送賃の支払とフォワーダー
　い童まで，フォワーダーがB／Lを作成するかのように叙述してきたが，そ
れは海上運送におげるB／L発行の次のような実務を前提にしていたからであ
る。すなわち，海上運送人が用意している一定の様式のB／Lに，荷送人の側
で，運送品の品名，個数，重量等の言己載事項を記入し，海上運送人のところへ
それを持込むと海上運送人はそれら記載事項を確認のうえ運送賃等を記入して
署名の後，荷送人に交付する。
　その際，運送賃前払の状況において，B／Lの交付と運送賃の麦払が同時交
換的に行われるとはかぎらない。そして，フォワーダーが荷送人と海上運送人
の聞に介在するときは，荷送人から事前に運送賃相当額を受取っていると否と
を間わず，フォワーダーにより海上運送人に運送賃が支払われることが多い。
FMCの定めるところによれぼ，㈲土曜日を含む休日を除き，受取日から数えて
7日以内または本船の船積港出港後5日以内のいずれか遅い方の期隈内に，フ
ォワーダーは本人から事前に支払われた金銭を海上運送人もしくはその代理人
に支払わなければならない。
　他方，海運同盟は，そのメンバーと荷送人との間の取引において運送賃前払
の原則をたてるとともに，「運送賃前払済」のB／L（“freight　prepaid’’B／L）
の交付後の一定期隈内に運送賃が支払われればよいとする荷送人に対する信用
供与の取決め（ShipPer’s　Credit　Agreement）㈱をしている。この取決めの下
では，荷送人から運送賃相当額の麦払を受けている場合でも，フォワーダーは
BlLの入手と同時に運送賃を支払わなくともすみ，現実に運送賃を海上運送
人に支払うまでの間，金融上の便益に浴することができる。㈱
　また，前言己の信用供与の取決めがある場合，運送賃の麦払にかえて，運送賃
額を額面とする短期の約束手形（freight　due　bi11）をフォワーダーが振出L，
それと引換えにr運送賃前払済」の表示のあるB／Lがフォワーダーに交付さ
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れることがある。㈱
　ところが，荷送人から運送賃稲当額の支払を受けたにもかかわらず，海上運
送人から信用供与を享げている剛こ，フォワーダーが約束手形の支払を拒絶し
たり支払不能に陥った場合，海上運送人はあらためて荷送人に運送賃の支払を
請求しうるか否かの間題が生じる。海上運送人にとりフォワーダーは荷送人の
代理人であるから，原則的には海上運送人は運送賃の麦払を荷送人に重ねて講
求することができる。しかしながら，このような信用供与の事実について充分
知らされていなかった㈲りあるいは知らなかったときは，荷送人はr運送賃前
払済」というB／L上の文言を運送賃二重払拒否の理由として挙げることがで
きる。㈱立法政策は，荷送人のこの抗弁を認めるものでたく，運送賃は常に全
額運送人に支払うことを要求しているとの判例が確立しているかのようである。
　このように，この間題については代理の法理ならびに禁反言に立つ衡平の法
理と立法政策をそれらに優先させる考え方が対立している。
　代理在らびに衡平の法理により，荷送人に運送賃の二重払の責任なしとした
最近の判例としてはKonink1ijke　Ned11oyd　v．Uniroya1，Inc・事件帥がある。
本件では，フォワーダーが運送賃の支払を含む運送契約の条件の取決めにあた
りかなり自由に独自の判断を下し，そのことについて荷送人への報告義務を怠
っていたことを前提とLて，次のような事情があれば荷送人は運送賃の二重払
を免れうると判決された。第一に，B／Lに荷送人は運送賃支払の絶対的義務
を負う旨の約款があれども，信用供与の条件に従った運送賃の支払がなされて
いないことを早期に荷送人に通知せず，海上運送人はもっぱらフォワーダーに
運送賃の支払を講求していたこと。第二に，信用供与の一般的取決めにおいて，
運送賃の絶対的支払義務は荷送人にあることを定めていても，信用供与の敢決
め自体は運送賃支払時期についての約定とみるのが正当であり，運送賃につい
ての約束手形がフォワーダーにより署名・交付されていること，運送人の計算
書類に運送賃債務者としてブォワーダーが記されていること，さらに日頃接触
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の少い荷送人の信用よりフォワーダーの支払能力を信頼して信用を供与したこ
とたどの事実が認められるので，海上運送人はフォワーダーを運送賃債務者と
みなしていたとの推定が成立すること。
　第一の事情があれば，荷送人が7オワーダーに対し採りうる対抗措置が極め
て限られてくるため，フォワーダーは荷送人の代理人であるから代理人に催告
を与えれぼ本人にその効果が及ぶとみられるにもかかわらず，先にのべた前提
とたる事実をくつがえすためには海上運送人が本人たる荷送人に請求を直接通
知すべきであると考え，この通知・催告がなされなかったまたは相当の期聞経
過後になされたことをもって本人とではなく代理人である筈のフォワーダー自
身と取引することを海上運送人が選択したものと解される。そして，第二の事
情により代理の法理の適用が排除されるものと解Lている。鋤この第二の事情
の解釈につき異なる解釈をとる判例㈱があ私　フォワーダーが運送賃を額面と
する約束手形を交付しr運送賃前払済」のB。／Lとともに仲立手数料を海上運
送人から受取っている場合，フォワーダーを運送賃債務著とみなさずむしろ海
上運送人とフォワーダーの緊密な関係を考慮に加えて，運送賃取立のための海
上運送人の代理人とみなすほうが商取引の現実に合致し，荷送人に対しても衡
平が保てるとする考え方である。効果において前の解釈と変らないが，後の解
釈には無理があ私なぜならば，運送賃の支払がフォワーダーによりなされる
と否とにかかわりなく所定の仲立手数料が海上運送人から支払われており，仲
立手数料の一部は運送賃取立のための手数料（いわゆるデノレ・クレデル・コミ
ション（〃o〃∂舳COm血iSSiOn）一売買代金支払保証手数料一の一種とみる
ことカミできる。）を含むとすることはできないからである。
　以上に対し，1916年法および1887年州際交通法（The　hterstate　Com㎜erce
Act　of1887as　amended）幽の立法政策に立脚し，荷送人に運送賃の二重払を
求めた比較的近年の判例にBart1ett・Co11ins　Co．v．Surinam　Navigati㎝Co．
事件闘があ私本件では，荷送人はフォワーダーに運送賃相当額を支払い，フ
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オワーダーは運送賃を額面とする約東手形を海上運送人の代理人に交付し「運
送賃前払済」のB／Lを入手した。フォワーダーは，そのB／Lとともに運送
賃等の講費用の明細書を荷送人に送ったが，海上運送人の代理人からの再三の
請求にもかかわらず，約東手形の支払を拒絶Lつづけその後破産手続に入った。
約束手形の満期後約3ヵ月経過してはじめて，海上運送人の代理人は運送賃が
支払われていないことを荷送人に通知して再度運送賃の支払を請求した。
　運送賃相当額の約束手形と引換えに「運送賃前払済」のB／Lを交付するこ
とを荷送人は知らなかったこと，そのような約束手形を振出す権限をフォワー
ダーに与えていないこと，r運送賃前払済」との表示赫B／Lにあることなど
の荷送人の抗弁にもかかわらず，連邦控訴裁判所は，運送人は行政機関に届出
て公表した運送賃率通り運送賃を収得する権利があると同時にそうする義務を
法律によって課せられているとし，運送人の運送賃率表は法律と同等の効力を
有することを理由に，荷送人は重ねて運送賃を支払わなければならないと判決
した。1916年法は，運送賃率による荷送人に対する差別は同法に定める場合を
除いて一般に禁じている。この差別禁止の立法政策は，いかに衡平の法理に背
こうとも，運送契約上運送賃の支払義務を負う者から表定の運送賃を全額収得
することによって達成されるといわれている。鮒
　Bartlett・Co11ins　Co．v．Surinam　Navigation　Co．事件飼において，Mumh
首席判事は立法政策上いかたる場合にも運送賃は全額運送人に必ず支払われな
ければならないとする判例法は疑いの余地を入れないほど確立していると述べ
ている㈱が，過言の感があるように思われる。
　例えば，CompaniaAnonimaVene垣o1ana　de　Navegacion　Y－A．J．Perez
Export　C0．事件㈱では，海上運送人に対しその代理人が一種の保証人として
荷送人が支払うべき運送賃を支払った。その代理人は，そうして得た代位請求
権を荷送人のフォワーダーには行使Lたが，船積後5ヵ月以上経遇してはじめ
てフォワーダーが運送賃を払込んでい次いことを知らせるとともに，荷送人に
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重ねて運送賃の支払を請求した。荷送人は衡平の原理により運送賃を二重に支
払う義務なし，と判決された。しかし，傍論において，代理人ではなく海上運
送人自身が荷送人に運送賃の支払を請求していたならば，判決は逆になってい
たであろうと表明されている。Murrah判事の言うところが正しいとすれば，
海上運送人とその代理人との間に区別を置くことができないであろう。悶海上
運送人の請求権に代位したのであるから海上運送人自身が荷送人に請求したの
と同様の結果がその代理人に与えられてしかるべきであろう。しかし，判決が
そうならなかったことは，衡平の法理が立法政策に排除されるものでないこと
を物語るものであり，衡平の法理ならびに代理の法理に逆らってまで運送賃率
表の無差別的適用を確保する必要性は高くないことを裏付けているといえない
であろうか。1916年法が運送賃率等の海運諸費用をめぐる差別をなくし海上運
送人と荷送人の間に公平な取引の慣行の確立をねらいとしていたことを考慮す
れば，立法政策を前面に出し前掲の諸判例における事清において荷送人に二重
に運送賃の支払を求める判例法は多いに疑問がある。自o海上運送人としては，
フォワーダーの約束手形に代え，荷送人に直接運送賃を請求するなり，7オワ
ーダーの振出す約束手形に荷送人の連署を求めるなりして，荷送人に対する運
送賃請求権を確保できるので，荷送人の側に運送品の分類などについての故意
または過失がなければ，立法政策を押し通さなくともよいと思㌔
　3－4　フォワーダーの地位
　以上みてきたところから明らかなように，制定法および判例ともに，FMC
フォワーダーを荷送人の委任による代理人とみているのに。対し，実際人は請負
業老（independent　contractor）とみなしているとのことである。㈹
　なぜ，誇負業者とみなされるのであろうか。原則的には，海上運送人に対し
てはフォワーダーは荷送人の代理人であり，荷送人に対しては運送品の国内運
送から貿易運送にともなう諸手続を代行する受任老である。例えば，海上運送
人の埠頭までの運送品の港湾運送の手醐こあたり，トラック運送会杜の指名が
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海上運送人とフォワーダーとの間の協議に。よりなされ，その運送の途中で運送
品に損害が発生したときは，荷送人は自己のフォワーダーにトラック運送会杜
の選任上の遇失につき責を間うことはできても，海上運送人の責任を追求する
ことはできない。ω荷送人に対して代理人であれば，．海上運送人にとってもフ
ォワーダーは荷送人の代理人であり，荷送人に対して請負業者であるフォワー
ダーが，同時に海上運送人に対して荷送人の代理人になることはない。したが
って，荷送人との関係では受任老であるとの意味で請負業老であると主張され
る網が，代理について内都関係と外部関係に分けず問屋的地位を認めない英米
法の代理の法理上，その主張は認められたい。
　現実には，海上運送人とフォワーダーの間に明確な関係が記録上ほとんどみ
られず，フォワーダーが自己の背後にいる本人たる荷送人の名称を明かさない
ことがしばしばあるため，狭義および広義の2つのタイプのフォワーダーにつ
いてその相違が明瞭に意識されていない。ここに，前述のような見方の相違が
生れる原因があるように思われる。
　代理の法理により，海上運送人とフォワーダーの関係において，代理人とし
て行動すべきフォワーダーが本人名を明かさず，ω本人であるかの如く行動す
れば，運送賃の支払，運送品の提供義務，船積書類の不備などについて，荷送
人として負担すべき義務を海上運送人に対し負担することにたる。さらに，他
人のために行動していることが明らかである場合といえども，反対の慣習また
は合意がないかぎり，本人名を尋ねるべき義務は海上運送人には荏く（また，
遠くの荷送人より近くのフォワーダーにより高い信頼性をみとめて，海上運送
人は，フォワーダーに本人名を尋ねることはほとんどない），フォワーダーに
対し荷送人と同様の責任を追求することができる。それゆえ，例えぱ，本人た
る荷送人に運送品の提供の遅延・不足の責があるとの主張をなして，海上運送
人に対する責任をフォワーダーは免れることができない。約すなわち，狭義の
フォワーダーとして，そのような責任を免れんとすれば，取引関係の開始に際
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　887
　326
し，荷送人の名称を積極的に海上運送人に明かさなげればならない。
　別の面から，フォワーダーの地位を複雑にしているのは，多くの場合，内陸
の荷送人がフォワーダー宛に運送品を発送し，陸上の運送人が荷受人としてフ
ォワーダーを表示したB／Lを発行することであ乱そして，陸上の運送人に
対し荷受に関する指図をフォワーダーが出し，運送賃着払（freightcollect）の
場合，その運送人の求めに応じ運送賃を麦払うことがある。絢
　この場合，荷受の便宜上，7オワーダーが陸上運送のB／L上荷受人として
表示される旨の格別の合意が荷送人と陸上運送人との間でなされるか，荷受人
を荷送人または荷送人の指図人とし7オワーダーを着荷通知先としておくこと
により，運送契約の相手方としての責任を免れうる。海上運送人には，本人た
る荷送人の名称を明かせば，同様に運送契約上の責任を免れう㌫そのような
配慮を欠くと，広義のフォワーダーすなわちNVOとして扱われる。また，運
送品にいわゆる受益利益を保有することになり，フォワーダーの免許の趣旨に
反する。
　実際人が，フォワーダーを荷送人の請負業老とみなしがちなのは，前述のよ
うな配慮を殊さらしないことが多く，実質的にフォワーダーの広義の7オワー
ダーすなわちNVOへの転化が進んでいることを物語るものといえよう。
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㈲　Murr，醐ク閉，p．33、
鋼　U1lman，ハo閉伽此篶p．14．46C．F．R．§510．23③（1977）は，　荷送人の許
　諾なし1こ荷送人の指図人式で振出された為替手形，小切手，倉庫証券にフォワーダ
　ーが裏書，譲渡をすることを禁じている。
鱒　46C－F．R．§510．23（e）（1977）参照。
鉤　陸上運送のケースであるが，Southe血Paciic　Trans．Co．v－Campbeu　Soup
　Co一，455F．2D，1219（8th　Cir一，1972）．
釧夏433F．Supp－121（S．D．N．Y．，1977），1977A．M．C．1746．
錫　同旨，Compa口ia　Anoni醐a▽enezo1ana　de　Navegacion　v．Mandry，171F．
　S1ユp以290（E．D．La．，1959），1959A．M．C．1039（本件では，荷送人が破産した
　ことをもって，フォワーダーは運送賃支払の義務を免れえないと判決されている。）
　第一ないし第二の事情がなければ，荷送人は依然として運送賃支払義務を負う旬例
　えぱ，A1coa　S・S・qo・，v・Com｛ort　Spring　Co・，170F・Supp・548（D，MD．，
　1959），1959A・Ml・C・1017，Lavi聰o　Shipping　w　Marante　Fwdg・，ヱ977A．M．C・
　222（E．D．Fla。，1976）．なお，3C．工S．Agency§243参照のこと。皿J．Hm，
　λ身閉恕〃肋助刎”地功伽曲去1吻，J．Bus．L（Apri－1964）304をも参照のこと。
鯛　Heuenic　Lines，Ltd，v・Alexander　Pach，Inc・，20］M［isc・2D　160（N・Y．City
　Cむ，1967），ユ92N．Y．S．2D660，ユ967　A．M．C．1672，Farreu　Lines，Inc．孔
　Titan　Industria1Group，306F．Supp．1348（S．D．N．Y。，1969），1969A．M．C．
　ユ4ユ2，”ガ’64ユ9R2D835（2口d　Cir一，1969），ユ969A．M．α2503，〃所∂肌，397
　u　S．1042．1971A・M・C・813（1970）．　本文申の判例と同じ趣旨の判例として，
　Alcoa　S，S－Co．v．Grave1＝T－and　M．Co一，124N．Y．S．2D77（N．Y－City　C亡，
　1953），1953A・M・α幽4およびCompaniaAnonimaVenezolanadeNa▽egacion
　w　A，J．Perez　Export　Co。，｛功榊がある。
鯛　49U．S・C．§1et　seq・
鯛　　381F．2D546（10th　C辻一，1967）．
鯛　同旨の判例としては，Crancerv－Lowden，315U．S．631（1942），T．and　M－
Transp．Co．v－S．W－Shattuck　Chemical　Co．，158F．2D909（10th　CiL，1947），
　U．S．v．Associated　Air　Trans・，Inc・，275F・2D827（5th　CiL，1960），EInpire
　Petro1eum　Co．，v．Sinclair　Pipeline　Co．，282F．2D　g13（10th　Cir．，1960），
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　Atchison，T．and　S．F，Ry．Co．v．Bouziden，307F．2D230（10th　Cir，
　1962）などがあり，傍論だが同旨のことがCompania　Anonima　Vene2olana　de
　Navegacionv．A．J．PerezExport　Co．，ξ砺〃において述べられている（PP．695
　－696）。
eカ　　棚ψ吻，P．549．
鯛　303F・2D692（5th　Cir・，1962），1962A．M・C．1710，c2〃，∂舳、，371U．S，942
　（1962），1963A．M．C．28ユ．
鯛　U11man，月o閉α〃弘p．16．
⑳　SouthemPaciicTransp．Co．v．CampbellSoupCo．，醐ク焔ならびにMis－
　souri　Paciic　Railroad　Co・v．National　Milling　Co．，276F．Supp．367（D．N．
　J。，1967）は，　運送賃率の差捌的適用が行われているとの徴表が何らたければ立
　法政策上の考慮をひっこめるぺきことを明らかにしている。しかし，海上運送人に
　虚偽の表示をして運送賃の割引を得ていたのであれぱ，賃率どおりの運送賃を支払
　う責任をフォワーダーと荷送人は連帯して負う（Da㎜pskibs，Torm　A／S　v．P．L．
　Thomas　Paper　Co・，26A・D・2D347（N．Y，City　Ct．，1965），274N．Y．S．2D
　601．1966A．M．C．396．
色ヵ　　Murr，5〃力㎜，pp．49＿50．
網　Caterpi1lar　Overseas帆S／S　Havtroll，333F．Supp．783（S．D．N．Y．，1972），
　1972A．M，C．241．
鱒　Ull㎜an，ハo舳α∂仏P．5．
ω　46C．F．R．§510。以（a）違反邊
絢　Orient　Mid－East　Lines　w　Bowen，458F．2D572（2nd　Cir．，1972），1972A，
　M．C．1509．
鯛　mlman，肋舳α〃牝P14．
4、結　　語
　フォワーダーは，経済成長よりも運送方法の革新に左右されやすく，今日フ
ォワーダーが注目されるのは，海上運送のコンテナリゼーション，陸上運送の
トレーラ車による鉄道・自動車の複合運送（Piggy－back），貨物専用航空機の
普及ならびに犬型化により，フォワーダーが複合運送の調整者とLて台頭して
きたことに因る。また，ヨーローヅパにおげる複合運送業著に対応するものと
して広義のフォワーダーがICCフォワーダーとともに論じられていることに
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もよる。
　しかしながら，これらフォワーダーが，米国において広く陸，海，空の複合
運送に進出しようとすれば，それぞれの違邦行政機関から免許を得て，いわゆ
る「交通サービスのデパートメント・ストア」にならなけれぱならない。ωさ
らに，国際航空運送においては，国際航窒運送笛会（The　Intemational　Air
Transport　Ass㏄iation，IATA）のカーゴ・セールス・エージェントの認証
を得ることが必要である。しかるに，ICCとFMCの間を例にとると，それ
ぞれり管轄下の7オワーダーの免許基準が異なるのみならず，運送賃の届出・
承認の規則が異なり，海陸の複合運送賃の取扱についても調整が進んでいない。
ICCとCABについても同様のことがいえる。ここに米国のフォワーダーが
直面している困難な面があらわれている。
　他方，海上運送人ばコソテナリゼーションを契機に，集荷方法の改善をはか
り積極的にフォワーダーの分野へ進出し，複合一貫運送の体制の中ヘフォワー
ダーの業務を吸収しようとしている。②すなわち，海上運送人は，自己のB／L
のもとに運送される運送品につき，その旨運送賃率表（Tari丘，タリフ）に明
示し無料で行うのであれば，FMC7オワーダーの免許がなくともフォワーダ
ーと同様の業務を提供することができる。倒また，輸入貨物の内陸運送にとも
なうフォワーダーの業務についても，自已のB／Lのもとに運送されたもので
あること，タリフに明示されていることおよび無料であることの3つの条件が
みたされるならば，ICCフォワーダーの免許に触れることなくフォワーダー
の業務をたしうる。｛4I
　さらに，広義のフォワーダーであるNV0も130頁に述べたような場合には，
FMCフォワーダーの免許がなくともそれと同様の業務をなし海上運送人から
仲立手数料を得ることができる。そして，FMCフォワーダーの免許および
NV0の登録を得ることが比較的容易であるため，自動車運送業者やICCフ
ォワーダーがそれらの免許や登録を得る傾向がみられ，陸上からの複合一貫運
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送体制へのFMC7オワーダーの業務の吸収が行われんとしている。㈲
　FMCフォワーダーが，内陸運送業者の後見人化しているICCからICC
7オワーダーの資格・免許を得ることは容易でない。したがって，波打際の運
送の調整者としての機能を充分に発揮して，FMCフォワーダーにのみ甘んじ
ることなく海上運送品の混載業著（cOnsOlidatOr）として積極的に広義の7オ
ワーダーすなわちNVOへ転じていっているのは正しい方向といえよう。
注（1）Comment：1肋榊o伽1τ閉塊功o物肋地伽∂伽F〃な肋ハo閉α〃召れ76Yale
　　L．J．1360（1967）．
　（2）U11man，Geralo　H・，τ加地互3q1肋2λ刎〃｛ω〃0ω舳亙76g〃肋榊α〃〃｛勉
　　1肋舳o伽1Co〃”伽桃θ6T〃荊功o物肋勉，2J．Mar．L．and　Com．625，pp．627
　　＿1628　（1971）．
　（3）　46C．F．R、§5ユO，22（a）（1977）．
　（4）Japan　Line，Ltd－v．U．S。，393F．Supp．131（N．D．Ca1．，1975）、U11manは
　　この事件におけるジャパソ・ライ：ノ，目本郵船等の日本の海運会杜の創意を高く評
　　価している（U1lman，GeraloH。，Co励加δτ畑珊功oガまoα〃1〃物肋2α挽加6
　　∫棚θ∫，〔1976〕2L　M．C，L．Q，157，158I
　（5）第2章注（1かこ掲げた最初の2つの文献資料は，このことを如実に示Lている。こ
　　のようにして，海と陸からFMCフォワーダーの業務の吸収が進むと．　Revised
　　American　Foreign　Trade　Definitions1I－F，F．O．B、（named　inland　point　in
　　cOunty　Of　importation）やあるいはC・I・F．（overland　common　point　in　the
　　UnitedStates）は実際によりやりやすくなるであろう。
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